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1 . |ま じaわι二

推進工法が考案され発展 してきた経緯 を顧みる

と、まず念頭に浮かぶのは「必要は発明の母である」

という言葉である。

推進工法の /L/― ツ といわれる古代 ローマの盗水

の遺跡だ とか、第一次大戦の坑道作戦に用いられ

た という話 しは、生 きるために、あるいは戦いに

勝つために、人の耳目にふれることな く管路を築

造する手段 として、 まさに必要に追 られ、推進工

法が採用された ということを物語 るものであろう。

さらに我が国における推進工法の実情 に目を向

けて も、 この感を深 くするものであ り、我が国の

推進工法 を必要 とす る背景が、 この工法 を発展 さ

せ、今や施工実績は もちろんの こと、施工技術、

機器などいずれを とつて も、世界の トップレ
ベル

にあるといえる。

このように我が国の推進工法が発展 してきた背

景は、我が国の都市の成 り立 ちが、推進工法の特

色、すなわち道路交通や地上、地下の構造物等に

で きるだけ影響 を与 えないで、地下 に管路を埋設

で きる工法 を必要 としたことであ り、更に推進工

法 を多用す る安定 した市場の提供 を受けた という

ことである。 この安定 した市場 を長期 にわた り提

供 してきたのは下水道であ り、 また下水道 にあつ

ては、現在推進工法がな くてはな らない工法の一

つ となつてきている。従 って、以下下水道、特に

東京都の下水道事業を中心に推進工法の発展経緯

を述べ ることとする。

我が国の下水道は、欧米諸国に比 し非常に立遅

れてきた。

我が国では、古来か ら都市部の し尿を農村部に

還 えじ肥料 として

'舌

用 してきたため、 し尿処理の

ための下水道の必要性が世論 となることは少なか

つた。 この下水道が世論 として高 まるのは、工場

排水、生活排水が増大 し、公共水域の水質汚濁に

よる環境破壊 をみた昭和30年代であ り、全国規模

となったのは昭和45年である。昭和45年のいわゆ

る公害国会 を経て、我が国の 下水道は、はじめて

広域的に急速に進め られることとなった。欧米諸

国の衛生的処理 を求めて古 くか ら発達 してきた下

水道 と大 きなオロ違力'あ る。

一方、東京都 における本格的な下水道は、明治

10年の都下一帯でコレラが大流行 したのを契機 に、

明治16年に着工 した神田下水が最初である。以後、

大正、昭和 と事業は進め られた ものの、戦争など

による中断 もあつて、昭和30年代 を迎 えるまで思
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うように進 まなかつた。東京都の下水道が本格的

に進められるようになったのは、昭和34年の東京

オ ソンピックの招致決定をみてか らである。以後、

今 日に至 るまで積極果敢 に進 められ、昭和61年度

末 をもつて下水道普及率は85%に 達 し、管渠総布

設延長は、11,766kmと なった。 この膨大な下水道

管渠の布設工事 に推進 工法が多用され、昭和60年

度における管渠工事の中に占める推進工法の割合

は、 12.8°/雀あり、 その施 T延長は54km lこ 及んで
いる。東京都下水道局が発足 した昭和37年 に推進

工法 により施工 された延長は、わずか0.3kmで あ

り、その割合は03%であった。近年、いかに ド水
道事業の推進 に、 この推進工法が大 きな役割 を果

た しているか力`わ力)る 。

2.推進工法の歩み

推進工法 は、明治29年 (1896)、 アメ リカ北太平

洋鉄道軌道下の排水管の横断に用いられたのが最

初 とされている。

我が国で推進工法がはじめて採用されたのは、

アメ リカで考案開発されてか ら半世紀後の昭和23

年であった。国鉄 (JR)尼崎線軌道下を鋳鉄管内径

600mmを 用い、延長6.00m、 ガス管のさや管 とし

て推進 された。推進 をはじめて 3日 間で完了 した

といわれている。

翌24年 には、推進管に遠心力鉄筋コンク リー ト

管を用い、大阪市の市電軌道下 を水道管のさや管

として施工 された。

今 日の推進工法の発展に大 きく寄与 した下水道

工事 にはじめて採用されたのは、昭和26年であっ

た。残念乍 ら東京ではな く、兵庫県の阪神電鉄阪

神本線軌道下の横断に用いられた。遠心力鉄筋コ

ンクリー ト管内径 1,800mm(2連 )を用い、延長31

m(15.8m+15.8m)推進 された。

東京で下水道工事にはじめて採用 されたのは、

昭和28年ではぼ同時期 に 2か所で施工 された。 1
か所は、都電の軌道下の横断に用いられ、内径 600

mmの 管 を延長12.00m推 進 した。 もう 1か所 は、
2条の東電 トラフと既設下水道管の下 を横断 した

もので、内径 1,200mmの 管で延長14.40m推 進 し

た。

この28年 には、推進延長の長大化を図 るため中

押 し工法が開発 された。 しか し、推進ジャッキの

能力、管の耐荷力などの問題か ら、当時の推進延

長はせいぜい30m程度の ものであった。
一方、 この昭和20年代における東京の下水道は、

戦災の復旧工事か ら開始 された。戦災の爪跡は、

下水道施設に とって幸いに もそれほど大 きな もの

でな く、管渠総延長1,984kmの うち、破壊件数72

件、管渠損壊延長907mに すぎなかった。 この復旧

工事は、昭和23年 をこ完了 した。

昭和25年、戦前か らの計画を見直 し再検討 し、

「東京特別都市計画下水道」を策定 した。 この中で、

下水道管の管径 を左右する降雨強度が一部の地域

を除 き、50mrn/hr力 うら40rnm/hrに 弓|き 下 セガらオι

た。当時の財政事情 を考慮 し、施設の小規模化 に

より、事業費の削減 を図つた ものである。 この降

雨強度は、昭和 37年 に再び50mm/hrに 引 き上げら

れた。

しか し、計画は策定 した ものの財源確保が極 め

て難 しく、事業は遅々 として進 まなかつた。日召和

27年 には、全国の都市にさきがけて地方公営企業

法の全面適用を図 り、財源確保 に努めたが、思 う

ように起債を得 ることがで きず、昭和30年代 を迎

えることとなつた。

この昭和30年代は、推進工法が大 きく飛躍す る

ための基礎 を築いた時期 といえよう。

昭和32年、 それまでの手動式ジャッキに代わる、

動力式ジャッキが開発 された。 これにより、推力、

作業の効率が大巾に改善 された。

昭和34年 には、従来の円形管 に代わ り長方形渠

の推進 に成功 し、 また昭和37年 1こ は、ホ ソゾンタ
ルオーガーエ法が開発され、小日径推進への道を

拓いた。 これ らの開発にあわせ、刃回の改良 も進

められ、地盤改良工法 ともあいまって適用土質 も

拡大 された。

また、昭和 37年 には後 に推進工法 に大 きな影響

を与 えるシール ドエ法が、はじめて東京の下水道

幹線工事に採用 された。

この30年代 に開発、改良された工法や機器など

によ り、適用管径、形状、適用上質など広汎な領

域での施工 を可能 とし、以後の推進工法発展の礎

えを築いた。

この30年代は、下水道 に とって も躍進期であつ

た といえる。
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昭和32年、建設省に下水道課が新設 され、翌33

年、下水道法 (改正)の公布、昭和35年、下水道整

備10箇 年計画の策定、昭和38年 には、現在の下水

道整備 5箇年計画の第一次のスター トが切 られる

など、下水道整備の機運が高 まり、躍進の時を迎

えた といえよう。

昭和30年代 を迎 えた東京は、産業、人口の集中

が急速に増大 し、生活環境の悪化、公共水域の汚

濁、浸水地域の拡大など種々の弊害を招 くことと

なった。 ちなみに日召和25年 当時6,277,500人であっ

た 東 京 の 人 口 は、 10年 後 の 昭 和35年 に は、

9)683,802ノ 、とな り、 口召禾口37`「 tiは セ塗tl l,000フラノ、

を突破 し、わずか10数年の間に1.6倍 もの増加をみ

ている。

特に水質汚濁は、工場排水や生活排水などの増

大により急速に進み、隅田川に見 られるように周

辺住民に、心身的、物質的、経済的被害をおよぼ

すに至 り、抜本的解決策 としての下水道整備が急

務 となってきた。昭和36年、 この隅田川の名物で

あつた花火大会 と早慶 レガ ッタは中止せぎるを得

な くなつた。 この花火大会、早慶 レガ ッタは、 そ

の後の着実な下水道整備により昭和53年、 17年ぶ

りに復 ,舌 している。

このような状況 とな り、昭和30年代に入 り下水

道の必要性が都民の間に定着 し、整備促進の要望

が急速に高 まつてきた。 これに昭和34年 に招致が

決定 した昭和39年開催の東京オ ソンピックが、 さ

らに拍車をかけることとな り急速 に進め られるこ

ととなった。

昭和37年、 これ らに対応するため全国の都市に

さきがけ、一事業局 として下水道局が発足 し、い

よいよ本格的下水道整備への力強い第一歩を踏み

出 し、飛躍的に推進 される昭和40年代へ と突入 し

た。

昭和40年代の推進工法 は、基準化、一般化が進

められた時期 といたよう。

昭和40年、下水道の推進に用いられる鉄筋コン

ク リー ト管について規格化の検討が始められ、昭

和42年、推進用特厚管 (東京都型 )と して、規格化

された。 この推進用鉄筋コンク リー ト管について

は、全国各地で推進工法が多用 されるようになつ

た昭和47年、 (社 )日 本下水道協会か ら暫定規格が

発表され、翌48年、推進工法用鉄筋コンクリー ト

管 JSWAS A-2(1973)が 制定 されたcこ れに続

き、推進 Jl法の設計積算の規準化、標準化の検討

が進め られた。 この検討結果は、昭和51年、建設

省監修「下水道推進工法の指針 と解説」となって、

(社 )11本下水道協会か ら発刊 された。

まナ
=、
 この昭和40年代に入 り開肖J]1法は、「■l民

の権利意識、価値観の多様化 によ り、種々規制強

化がなされた。 このこと力'ら推進 [工法が注「]を 1谷
び、多用されることとな り、 その研究、開発に一

層の拍車がかかつた。セ ミシー /t/ドエ法、フロン

テジャッキエ法、小日径推進の多種多様な■1法な

どが開発され、 ますます広範な施工領域 を可能 と

して行った。

一方、昭和40年代の 下水道は、事業費を飛躍的

に伸ばす とともに、広域的事業へ と躍進 して行っ

た。 それまでの大都 市中心の 下水道が、昭和45年

の公害国会 を経て、 その事業は市町村へ と広が り

を見せた。昭和47年、 これ らの事業を執行 して行

くために、現在の 日本下水道事業団の前身である

下水道事業センターが設立された。

また、昭和39年 に設立 された日本 ド水道協会が

公益法人 として認可されたの も、下水道躍進の幕

明けとなつた。昭和40年であった。

この40年代における東京の下水道は、その事業

費を飛躍的に伸ば し、昭和46年度には、区部にお

ける事業費は、前年度の約 2倍にあたる800億 円 と

なり、翌47年 には遂に1,000億 円を突破 した。 ド水
道普及率 も昭和40年35%であった ものが、46年 に

は、折 り返 し点である50%を 突破 し、49年度末に

は60%と な り、 この10年間に25%の 向上を見た。

また、昭和40年代に入 り、 それ までの Iえ部中心

に進められて きた下水道 も流域下水道 に着 手し、

多摩地区をはじめ とす る市町村に、急速に進め ら

れて行 くこととなつた。

3.推進工法の現況
昭和50年以降における我が国の推進工法は、飛

躍的にその施工実績 を伸ば してきた。昭和30年代

後半か ら急速な成長を遂げてきた我が国の経済は、

昭和47年の第一次オイルショック以降、やや鈍化

した ものの、昭和50年代 も引 き続 き安定 した伸び

を見せ今 日に至つている。下水道 も順調な伸びを
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見せ、その施工区域はさらに広域的になつた。

推進工法は、 この安定 した市場を背景に研究、

開発が活発に行われ、施工技術、 工法、機器など、

急速な進歩を、遂げてきた。 この中で、特 に急速

な進歩、発展をみせ、 その施 11実績 を飛躍的に伸

ば してきたのが、セ ミシール ド 11法 と小日径推進

■1法である。

セ ミシール ド「11法は、昭和37年 にはじめて下ァlぐ

道幹線工事 に用いられたシール ドエ法の技術 を導

入 しシール ドエ法技術の成熟にあわせ進歩を遂げ

てきた。

セ ミシール ドエ法 による近年の下水道工事にお

ける施工実績を見てみると、昭和52年、38kmであ
つた ものが、昭和57年 には100kmを突破 し、昭和

60年 には180kmと 、 その実績を飛跡 |ゝこ伸ば して

きている。 この工法は、推進 111法では施 11困難 と

された礫地盤への適用をもh」
‐
能 とし、 また中押 し

工法 との併用により長大スパ ンの施工 をも可能 と

した。

また、機械掘削による省力化、効率化が、 この

工法の採用を一層促 してきた。

一方、小日径推進工法の近年における発展ぶ り

には目を見張 るものであ り、 その工法 は30数種に

及んでいる。

近年における施工実績 をみると、昭和52年、45

kmで あつた ものが、昭和57年 に120kmと な り、
昭和60年 には、一気に298kmと 、セ ミシール ドエ

法の飛躍的な伸びをも凌駕 し、推進工法の中で最

長の施工実績 を残す まで となってきている。推進

工法の中に占める割合の推移を見て も、昭和52年、

わずか13%に すぎなかった ものが、昭和57年 には

23%と な り、昭和60年 には実に41%と なっている。

現在、小日径推進工法がいかに多用 されている力'

力'良 く解 る。

213   215

シールド

60(年
度 )

53    54    55    56    57   58    59

管 きょ特殊工法発注延長の推移

(昭和60年度版 下水道統計要覧 日本 ド水道協会 )

図-1 推進工法別発注延長
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表-1 年度別管きょ布設延長 (累計 )
(61 331現在 , 単位 km)

注)1.公 共 下水道,流域 ド水道,特定公共 ド水道及び特定環境保全公共 ド水道の合計である。
2.58年度 までの600～ 2,000mmの 欄は,下水道統計の管径別区分の400～ 2,000mmの 合計である。
(昭和60年度版  ド水道統計要覧  日本 下水道協会 )

語 で
600rrlm以 下

(%)
600-2,000rnm

(%)
2,000mm芝人ll

(%)
計
(%)

37,114 19,086 2,089 58,289 100 0

44,489 22,531 2,523 69,543 100 0

49,173 24,470 32.0 2,803 76.446 100 0

53,898 26,270 3,045 83.213 100 0

59,092 27,984 3,259 90.335 100.0

65,034 66.2 29,692 3.508 98,234 100.0

71,270 31,453 3,701 106,424 100 0

85,553 21.541 3,901 110,995 100 0

97.634 23,702 4,127 125,463 100 0

表-2 推進工法別発注実績 (昭和 60年度 )

為ざ
推  進   11 法

元押 し フE才甲し十中オ甲 セ ミシール ド 小口径推進

開 放 手 掘 式

開放半機械式

開 放 機 械 式

ブライン ド式

泥 水 加 圧 式

土  圧  式
泥 し ょ う式

そ  の  他

m

171,692

スパン数

3,340 70,593

543

スパン数

684

3

7

1

137

11

15

3

ｍ

２９

・４

５６

４８

６５

‐８

９５

３０

スパン数

53

4

5

16

1,204

76

119

30

m

269

2,124

4,270

290 811

スパン数

8

25

89

6,747

249

1

140

11

20

294

ｍ

８３

・４

５６

４６

３２

・８

６５

４．

スパン数

4,085

4

5

16

1,232

76

208

6.777

計 171,692 3,340 71,136 687 179,253 1.507 297.474 6,869 719,555 12,403

〈昭和60年度版 下水道統計要覧 日本下水道協会 )

このようにイヽ口径推進工法力'多用 され
るように

なったのは、昭和50年労働省の行政オ旨導 により、

作業上、安全上などの問題か ら、管内入力作業を

伴 う推進工法は、800mm以上 となつたことと、従

来、主要道路や商店街通 りなどに採用 されていた

ものが、一般生活道路 まで推進工法 を必要 とする

ようになつてきたことにある。 また施工精度の向

上、経済性などの面での研究、開発が進められ、

更にその採用度合 を伸ば してきた。

一方、推進工法全体の施工実績は、下水道が線

的整備か ら面的整備 に移行する背景 もあつて、着

実な伸びを見せてきている。昭和52年 に336krnで

あつた ものが、昭和57年 には500kmを 突破 し、昭

和60年 には720kmと 、 この 9年間に 2イ音強 となっ

ている。

推進工法 は、現在下水道工事だけでな く、様々

な分野の管理設工事 に採用 され、数多 くの施工実

績を残 してきている。 また我が国の推進工法は、

諸外国か らも無開削工法 として注 目を浴び、その

施工技術、機器などが輸出され、数々の施工実績

を残 してきている。施工精度に優れ、効率的な我

が国の推進工法は、各国の高い評価 を得ている。
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この諸外国における推進工法の状況をみると、

世界で初めて推進工法 を考案。開発 したアメリカで

は、昭和30年代、ニューヨークやデ トロイ ト地区

で大型ジャッキを用い施工 され、以後五大湖周辺

で多用されてきた。近年では長距離推進 に熱心で

あり、推進延長500m程度の施工実績力幸反告されて

いる。

一方、 ヨーロッパ諸国では、現在推進工法の研

究、開発が盛んに行われている。特 に西 ドイツは

熱心であ り、昭和58年、 ドイツの7L/―ル大学のシ
ュタイン博士が来 日し、我が国 と技術交流 を行な

っている。 またヨーロッパでは、推進工法 におけ

る最小管径が1,200mmであることから、我が国の

小口径推進工法 に着 目し、我が国の推進技術や機

器などを導入 し、数々の施工実績 を残 している。

4.推進工法における課題
我力'国 |こ推進 l法力'本格白勺に登場 してか ら、40

年 を経てきたが、 この間に様々な改良、改善、開

発がなされ長足の進歩を遂げ、諸外国か らも高い

評イ面を得 るまで となってきた。

今や管理設工事には、な くてはな らない工法 と

なつてきてお り、単に交通確保、工事公害の防止

などの面だ けでな く、安全性、経済性の面で もそ

の地位を確立 しつつある。

しか し、一方では工学的未解明な分野や推進延

長の長距離化や曲線推進など、 まだ まだ改良、改

善、開発の余地 を残 している。

現在、推進工法 における推進力の算定は、 (社 )

日本下水道協会が示 している数種の式が一般 に汎

用されている。 しか し、現場の実態幸腱告ではこの

算定式による設計推進力をかな り下回る例が見 ら

れる。現在の推進工法 には、推進力低減のための

滑材 を用いているが、 この効果が把握 されていな
いため、算定式に組み入れ られていない。定量的

効果 を把握 し、効率的推進力の算定式の確立が必

要である。

曲線施工については、曲線半径 100m程度の施工

例は、最近数多 く見 られる。 しか し、道路条件 に

よっては、急曲線施工が必要であ り、 また曲線施

工 における施工精度、管継手部などの措置につい

て改良、改善の余地を残 している。

推進管の継 ぎ手は、鋼製カラー とゴム リングが

持集/推進工法の歴史と現況・推進工法 と下水道

用いられている。特 に鋼製カラーについては、耐

久性の実態が把握 されていない現状にある。

また最 も多用されている小日径推進工法は、先

きに述べた とお り、30数種 にのぼる工法、機種 と

なっている。設計、施工するに際 し、機種選定に

迷 う|ま どであ り、機構、機育ヒが類イ以した ものにつ

いて統合の必要がある。

推進距離については、近年、頓に長大化を目指

す傾向にあるが、より効率的、経済的な施工が要

求 される現在、 この研究、開発 も重要な課題であ

る。

一方、推進延長が長大化するに従 い施工期間、

特 に立坑存置期間が長期化する問題がある。推進

工法が路面交通や施工沿線 に影響を与 える工事公

害の減少に貢献すればするほど、 これ と裏腹に立

坑 にすべての問題点が集中す る傾向があることは

歪めない。安全で経済的な立坑の施工、存置期間

の縮 4ヽ も、今後の大 きな課題 といえよう。

現在の推進工法 は、機械化、省力化 により作業

効率は大巾に改善 され、 その機械化、省力化は、

施工管理 にまで及んで きている。今後 も更 に機械

工学、電子工学の分野が進出 し取 り入れ られ、進

歩 して行 くもの と思われる。 しか し、 これを扱 う
のは、人であ り技術者である。推進工法は、特に

施工技術者の良 し悪 しで、管体損傷、地盤変状、

施工精度など大 きな差違が生ず るといわれる。 こ

の ことか ら、施工技術者の養成が急務 となつてい

る。

今や我が国は、国際化、情報化の時代 といわれ

ている。推進工法 は、すでに国際化に向け第一歩

を踏み出 しているとはいえ、今後更 に積極的に我

が国の推進工法 を紹介 し、情報、技術 を提供 して

行 くことが必要である。

5。 おわりに

昭和61年度 を初年度 とす る第 6次下水道整備 5

箇年計画 における事業費は、 12兆2,000億 円であ

り、 この中に占める管渠事業は約64%の 7兆8,000

億円 といわれている。

下水道事業は、公共事業の中で経済 に与 える波

及効果が最 も高い とされ、内需拡大策、円高によ

る不況対策 として推進 されて行 くもの と思われる。

しか も、 下水道普及率は日召不日61年度末37%である
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ことか らも、 弓lき 続 き積極白勺|こ推進 して行かなけ

ればな らない事業で もある。

東京における下水道は、昭和61年度末 をもつて

普及率85%に 達 し、現在残 りの15%の普及に全力

を傾 けているところである。 目標 としている昭和
60年代 100%の普及は、必ずや達成するもの と思わ

れる。

また、 この普及促進にあわせ進められている、

都市化の進展 に伴 う汚水、雨水の流出量に対応す

る整備拡充事業 も、 さらに推進 して行かなければ

ならない。

一方、 100年余の歴史を有する東京の下水道は、

老朽や能力不足に対応する事業 も必要 となつてき

てお り、今後、 これ らについて も事業化が図 られ

てイ子く′ごろ う。

推進工法 を必要 とし、安定 した市場 を提供 して

きた下水道事業は、引 き続 き積極的に進 められて

行 く状況にあ り、 またその事業量は膨大な もので

ある。

特集/推進工法の歴史と現況・推進工法と下水道

この下水道は、国内のみにとどまらず開発途上

国では、その緒についたばか りであ り、 これ らの

国々に とって も、推進工法は必要かつ重要な もの

となってこよう。

推進工法の前途は、洋々たるものである。

不断の研讃により築いた今 日の我が国の推進工

法が、更 に発展 し、よ り安全で経済的な工法 とな

らんことを期待 してやまない。
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